
１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職種別採用者数

・平成21年4月2日～平成22年4月1日 ・平成22年4月2日～平成23年4月1日

0 人 1 人 1 人 0 人 0 人 0 人

(2) 平成22年度退職者数

平成22年度退職者　計0人 0 人

0 人

0 人

0 人

(3) 4月1日現在の職員数

5 人 (男 4 1 人) 5 人 (男 4 1 人) 人

9 人 (男 8 1 人) 9 人 (男 8 1 人) 人

14 人 (男 12 2 人) 14 人 (男 12 2 人) 人

(4) 年齢別職員構成（平成23年4月1日現在）

上越地域水道用水供給企業団人事行政の運営等の状況

（注）職員数は休職者、派遣職員などを含み、臨時職員及び非常勤職員を除いています。

事務職員

計

技術職員

人、女

内
訳

事務職員 技術職員 計

死亡

平成23年

割愛

自己都合

定年

区分

人、女

人、女

人、女

平成22年

人、女

0

0

0人、女

対前年
増減数

事務職員 技術職員 計

２　職員の給与の状況

(1) 人件費の状況（平成22年度決算）

（Ａ）  （Ｂ）  

(2) 職員給与費の状況（平成23年度予算）

（Ａ）

（Ｂ／Ａ）

人件費比率

％8.6

1

(注) 職員手当には退職手当を含みません。

（Ｂ／Ａ）

0

0.0

職員数(人) 14

100.0

4 01

5,989 千円

計
（Ｂ）

0.028.77.1 7.1

職員1人当たり

総費用

区分

2

14.3

3

31歳～

構成比(％)

3

21.4

41歳～

118,9711,377,028

21.4

35歳

36歳～

40歳

20歳

未満

20歳～

25歳

26歳～

30歳 45歳

46歳～

50歳

41.9歳

51歳～

59歳

60歳

以上
計 平均年齢

0

0.0

人件費

人

期末･勤勉手当
職員数

14 19,573 千円53,252 千円 11,021 千円

千円 千円

83,846 千円

給料 職員手当

(注) 人件費には、特別職に支給される報酬及び職員、非常勤職員の法定福利費を含みます。
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歳 円 円 歳 円

(4) 職員の初任給の状況（平成23年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

(5) 級別職員数の状況（平成23年4月1日現在）

144,500

（注）新潟県の数値は、一般行政職の数値です。

区分

(3) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成23年4月1日現在）

決定初任給

企業団（国と同じ）

178,800

(注) ・平均給与月額は、平成23年4月に支給された、給料と各種手当（扶養手当、住居手当、管理職手当、
　　　 時間外勤務手当等）の合計額です。
　　 ・新潟県の数値は、一般行政職の数値です。

高校卒

172,200

140,100

184,200大学卒

決定初任給 採用2年経過日給料額

課長課長

148,500

区分

部長

８級

標準的な
職務内容

主任 主任

係長係長

副課長

合計

技師 技師

主事主事

２級４級５級６級７級 ３級 １級

平均給与月額

365,736

新潟県（参考）

平均年齢

42.8

平均給料月額

336,361

企業団 新潟県（参考）

41.9

平均年齢

319,892

平均給料月額

(6) 職員手当の状況（平成23年4月1日現在）

　①期末・勤勉手当

千円

内容

・平成23年度支給割合

計

12月期

6月期

1.35月分

0.675月分

2.6月分

1.375月分

(注) ・標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
　　 ・給与条例に基づく給料表の級で区分した職員数です。

14

100.07.1 14.3

21

構成比(％) 28.7

職員数(人) 32101

7.1 0.0 7.1 14.3 21.4

4

1.225月分

期末手当

0.675月分

勤勉手当

・役職に応じた加算措置
    期末･勤勉手当の算定基礎となる給料月額に
    5～20％を加算

・１人当たりの平均支給額（平成22年度）

国の制度と
異なる内容

なし

1,341
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　②退職手当

・定年前早期退職特別措置

　③時間外勤務手当

　④その他の主な手当

手 当 名

扶養手当

千円

千円

千円

千円18

内容及び支給単価

勧奨・定年

2,491

15

2,772

30.55

41.34

59.28

59.28

内容

国の制度と
異なる内容

なし

月分

月分

月分

支給率 自己都合

・配偶者 13,000円
・配偶者以外の扶養親族 各6,500円
　　※配偶者のない職員の場合、

扶養親族のうち1人は 11 000円

支給総額

職員1人当たり支給月額

月分

　　勧奨退職の場合、退職時の給料月額に
　　2％～20％を加算

 平成22年度

 平成21年度

月分

月分

月分

月分最高限度額

勤続30年

勤続25年

勤続20年 23.50

なし

支給総額

職員1人当たり支給月額

33.50

47.50

58.28

国の制度と
異なる内容

住居手当

通勤手当

寒冷地手当
・寒冷地に勤務する職員に対して、世帯の状況に
　応じて、11月から翌年3月までの間、最高月額
　17,800円まで支給

なし

 交通用具使用者
 の距離区分及び
 金額（県と同様
 の制度であり、
 国の制度とは異
 なる。）

なし

・借家
　　月額12,000円を超える家賃を支払っている
　　職員に対し、負担している家賃の額に応じて
　　最高27,000円(家賃55,000円以上の場合)
　　まで支給

・交通機関利用者(電車･バス利用者)
　　負担している運賃の額に応じて、最高55,000円
　　まで支給
・交通用具使用者（自動車等使用者）
　　2,900円～44,100円

　　　扶養親族のうち1人は 11,000円
　　（16歳～22歳の子1人につき5,000円加算)
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　⑤特別職の報酬の状況（平成23年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 勤務時間の状況（平成23年4月1日現在）

(2) 休暇の取得状況（平成22年1月1日～平成22年12月31日）

人 日

人 日

人 日

(3) 育児休業及び育児部分休業の取得状況（平成22年度）

計 0人（男 0人・女 0人）

　（12月29日～31日、1月2日・3日）

始業時刻

5.00

5.14

10.79

監査委員（識見者）

監査委員（議員）

・日曜日及び土曜日

・国民の祝日

・年末年始

終業時刻

議　長

副議長

議　員

年額

年額

休　日　等

年額

年額

17,000

18,000

20,000

14

対象者1人当たり平均取得日数：

1

7,000

13,000

50,000

報酬

1週間当たり
38時間45分

午前8時30分 午後5時15分

年額

年額

企業長

勤務時間

対象者数：年次休暇

特別休暇 対象者数：

病気休暇 取得者1人当たり平均取得日数：取得者数：

14

対象者1人当たり平均取得日数：

計 0人（男 0人・女 0人）

　　うち平成22年度新規取得者0人（男 0人・女 0人）

　計 1人（男 0人・女 1人）

　　うち平成22年度新規取得者0人（男 0人・女 0人）

４　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成22年度）

(1) 分限処分

該当ありません

(2) 懲戒処分

該当ありません

５　職員の服務の状況（平成22年度）

(1) 営利企業等の従事許可

該当ありません

育児休業

育児部分休業
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６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況（平成22年度）

(1) 職員研修の実施状況

2 人

8 人

1 人

5 人

8 人

1 人

15 人

40 人

(2) 人事考課制度の状況

７　職員の福祉及び利益の保護の状況（平成22年度）

(1) 健康診断の実施状況

　　　人間ドック受診者数　　　8人

　　　定期健康診断受診者数　　6人

(2) 公務災害及び通勤災害の発生件数

係長研修

新規採用職員研修

　　　平成20年度まで、業績評価と能力評価からなる人事考課制度を実施していましたが、
　　　制度を抜本的に見直すため、平成21年度から休止しています。

日本水道協会主催研修

新潟県水道協会主催研修

全国水道企業団協議会主催研修

総合窓口研修

受講者数
（延べ人数）

合　　計

その他研修

主な内容

(2) 公務災害及び通勤災害の発生件数

　　　公務災害　0件

　　　通勤災害　0件
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